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世界の食料価格、2カ月連続で最高値　ウクライナ危機で

【ウィーン=細川倫太郎】食料インフレが加速している。国連食糧農業機関（FAO）が8日発表した3月の

世界の食料価格指数（2014～16年=100）は159.3と前月比17.9ポイント上昇した。ロシアが侵攻したウク

ライナ危機で穀物や植物油が大きく値上がりし、2カ月連続で過去最高値を記録した。

指数は肉類や穀物など主要5品目の国際取引価格から算出する。3月は需給逼迫の懸念などからすべての品

目が上昇した。食料価格の高騰は家計を直撃し、特に途上国では貧困に拍車がかかる恐れがある。

ウクライナは小麦やトウモロコシなど世界有数の穀物生産国だが、戦闘で港が封鎖され輸出が困難になっ

ている。同国政府によると、3月は主要な穀物の輸出量が前月の4分の1に急減した。米国でも天候不順

で、小麦の収穫量が減るとの懸念が強い。
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物価高対策で要望相次ぐ　食品や運輸、市場ゆがめる恐れ

政府が4月末に取りまとめる物価高対策をにらみ、経済界から支援要望が相次いでいる。食品、運輸など各業界が原材料や燃料の調達負担の緩和

策を求める。補助金などによる物価抑制策は市場をゆがめる恐れもある。効果の高い政策に絞り、際限のないばらまきを避けることが欠かせな

い。

「主要な原材料の価格及び量の両面での安定供給や、原材料切り替え、付加価値向上などコストの増加を緩和するための支援措置を実施するこ

と」。食品大手などが参加する業界団体は5日、自民党に提出した要望書で広範な支援を求めた。

農林水産省は4月から、国が輸入して製粉会社などに売り渡す小麦価格を前半期（10月期）に比べ平均17.3%引き上げた。業界団体は日本の自給率

の低さや企業側のコスト削減努力の限界を強調して「食料品の安定供給という使命を果たすことができなくなる」と負担緩和を訴える。

与党の一部には小麦売り渡し価格の圧縮を求める声もある。同様の対策は福田康夫政権が2008年の経済対策で実施した経緯がある。当時は本来な

ら平均23%とするはずだった引き上げ幅を10%に圧縮した。

原油高対策の拡充を求める声も相次ぐ。政府はガソリンなど4油種の価格抑制へ元売りに1リットル最大25円の補助金を支給している。航空業界は

高水準の原油価格が続いた場合、燃料コストが月100億円増えるとしてジェット燃料も補助対象に加えるよう要望した。タクシー事業者向けにLP

ガスの負担軽減を求める声も上がる。

もともと政府による価格介入には、需要と供給に基づく価格形成や市場の構造変化をゆがめかねないとの批判が強い。原油高対策は再生可能エネ

ルギーや電気自動車（EV）へのシフトを遅らせる側面もある。

輸入小麦価格の上昇を抑えた場合、米粉などの代替品需要にも影響する。コメの消費が減る中、農業団体や農家の間では、米粉が小麦粉の代替品

となることへの期待は大きい。

政府内には、輸入小麦の製粉会社などへの売り渡し価格を圧縮しても「うどんやパンなどの小売価格が下がるかは分からない」と効果を疑問視す

る見方もある。

原油高対策では政府が既に4300億円を投じることを決め、4月末までに大半が支出される見通しだ。原油高騰の終わりは見えず、さらに支援対象

を広げれば財政負担が際限なく膨らむ恐れがある。物価高対策は「出口」や市場のゆがみへの視点が欠かせない。
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カセイソーダ2割高、4年ぶり最高値更新　大幅値上げ浸透

代表的な工業薬品のカセイソーダの国内大口価格が、およそ4年ぶりに上昇した。前月より2割高く、最高値を更新した。原油や石

炭といった燃料価格の上昇を背景に東ソーなど主要化学メーカーが昨年秋から打ち出していた値上げを、新型コロナウイルス禍か

らの生産活動の回復を進める需要家が受け入れた。

国内の指標となる首都圏の大口価格はローリー輸送で1キロ95～105円、船輸送で同85～95円。3月から2割上昇した。2018年2月

以来の最高値を更新した。

東ソーのほかAGCや信越化学工業、トクヤマなどが表明した1キロあたり20円以上の値上げを、国内の製紙業界などの大口需要家

が受け入れた。打ち出した値上げ幅は2～3割と大きかったが、大半が浸透した。

値上げは燃料価格の急騰に伴う電力費の大幅な上昇が主因だ。カセイソーダは工業塩を水に溶かして電気分解し、塩素とともに作

られる。生産過程で大量に電力を必要とするため、原油や石炭などが高騰すれば製造コストが上昇する。物流費の高止まりや古く

なった製造設備の修繕更新費用の増加も影響した。

海外のカセイソーダ相場が昨年に急騰し、国内価格との差が開いたことも大きい。北東アジア市場の取引価格は20年10月中旬の1

トン190ドル前後から21年10月末には同900ドル前後まで高騰した。中国で電力不足からカセイソーダの供給が大幅に減った一

方、東南アジアなどでアルミナ精製を中心に需要が伸び、需給の逼迫度合いが増したためだ。日本より数割高く推移した。

足元の価格は同600～700ドルとピーク時からは落ち着いているが、それでも高値圏だ。化学大手は相対的に安くなった国内価格の

引き上げを急いだ。

国内のカセイソーダの需要は戻りつつある。日本ソーダ工業会（東京・中央）によると、21年の国内出荷量は前年比で5.3%増え

た。国内の生産活動が持ち直し、排水処理用のほか、段ボール、紙おむつ原料の高吸水性樹脂（SAP）、リチウムイオン電池の正

極材、半導体向けなどの需要が増えたためとみられる。

カセイソーダの上昇圧力は続きそうだ。まずカセイソーダの原料となる工業塩の先高観が強い。日本のメーカーが輸入する工業塩

は2年分の価格と数量を決める商慣習だ。23～24年契約については、塩田を運営する海外生産者との交渉を22年秋ごろに控える。

21～22年契約は19～20年契約に比べ2～8%ほど高くなったが、資源高や為替の円安もあり、今年秋の交渉はこれを上回る公算が大

きい。

原油などのエネルギー相場も、昨秋のカセイソーダの値上げ表明時に比べると、ロシアによるウクライナ侵攻などを受けてさらに

上昇している。カセイソーダのメーカーには「一段の値上げも検討する必要がある」との声もある。幅広い産業で使われる原料だ

けに影響は小さくなさそうだ。
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